事業所指導課
騒音振動グループ
１　騒音規制法・振動規制法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく規制指導

深夜における営業等の制限や航空機による商業宣伝放送の規制等について、事業者を指導した。

工場・事業場や建設作業等の騒音・振動に関する規制権限を有する市町村に対して、技術的支援を行った。

なお、大阪版地方分権推進制度により、以下の事務を市町村へ移譲している。

 大阪版地方分権推進制度による移譲市町村（Ｒ７.３末現在）

	
	移譲実績
	備考

	騒音規制法に係る規制基準設定事務等
	10町村
	

	振動規制法に係る規制基準設定事務等
	10町村
	

	騒音に係る環境基準の地域類型の指定
	10町村
	

	深夜における営業等の制限に係る規制
	堺市他27市町
	


２　市町村環境担当職員騒音振動研修会の開催　

市町村の騒音・振動担当職員の事務・技術能力の向上を図るため、研修会を開催した。

	年度
	開催回数
	参加者（延べ人数）

	４
	５回
	143人

	５
	６回
	147人

	６
	６回
	141人


３　新幹線及び在来鉄軌道に係る騒音・振動対策の推進　

　　沿線自治体と連携を図り、新幹線鉄道騒音に係る環境基準の達成状況を把握するとともに鉄道事業者による騒音・振動対策を促進した。

４　自動車騒音への対応　

(1)　沿道環境対策の推進　

大阪府道路環境対策連絡会議（国土交通省大阪国道事務所、府、大阪市等で構成）の関係機関と連携を図り、沿道における環境対策の推進を図った。

(2)　自動車騒音の常時監視　

自動車騒音対策を推進するため、幹線道路の沿道における騒音に係る環境基準の達成状況を把握した。

・委託事業：自動車騒音常時監視に係る面的評価（令和５年度）業務

委託期間：令和６年６月11日～令和７年３月14日

委託金額：594,000円

委 託 先：㈱アクト音響振動調査事務所

業務内容：自動車騒音測定結果、道路構造及び沿道の建物状況等のデータを用いて、沿道の騒音状況を推計し、騒音に係る環境基準の達成状況を評価した。

・委託事業：自動車騒音常時監視（令和６年度）に係る測定等業務

委託期間：令和６年10月23日～令和７年３月14日

委託金額：968,000円

委 託 先：㈱オーティーオー技術研究所

業務内容：次年度の評価に向け自動車騒音を測定した。

（委託料） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　 　　　　（単位：千円）

	年　度
	
	財　源　内　訳
	合　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予　算　額
	0
	0
	0
	1,551
	1,551

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	1,263
	1,263

	５
	予　算　額
	0
	0
	0
	1,848
	1,848

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	1,848
	1,848

	６
	予　算　額
	0
	0
	0
	1,630
	1,630

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	1,562
	1,562


５　航空機騒音調査　

航空機騒音に係る環境基準の達成状況を把握するため、大阪国際空港周辺の航空機騒音について自動測定装置を用いて通年測定を行うとともに、大阪国際空港及び関西国際空港周辺において短期測定を行った。

(1)　大阪国際空港

①　通年測定

ア　豊島温水プール（豊中市服部西町５－１－１）

空港敷地南端から約1.6㎞　B滑走路への飛行コース直下

イ　庄内幸センター（豊中市庄内幸町１－６－８）

空港敷地南端から約2.6㎞　B滑走路への飛行コース側方0.4km

ウ　西三国センター（大阪市淀川区十八条３－１－65）

空港敷地南端から約4.6㎞　B滑走路への飛行コース側方0.3㎞

②　短期測定

ア　調査期間：令和６年10月22日～24日

イ　調査場所：勝部遺跡収蔵庫前（豊中市勝部２）

池田市下水処理場（池田市ダイハツ町３）

(2)　関西国際空港

短期測定

・委託事業：関西国際空港周辺の航空機騒音実態調査業務

委託期間：令和６年７月29日～令和７年３月14日

委託金額：2,035,000円

委 託 先：㈱CTIウイング

調査場所：二色の浜公園　（貝塚市澤）

小島総合集会所（岬町多奈川小島）

（委託料）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　（単位：千円）

	年　度
	区分
	財　源　内　訳
	合　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予算額
	0
	0
	0
	3,450
	3,450

	
	決算額
	0
	0
	0
	3,306
	3,306

	５
	予算額
	0
	0
	0
	2,844
	2,844

	
	決算額
	0
	0
	0
	2,078
	2,078

	６
	予算額
	0
	0
	0
	2,035
	2,035

	
	決算額
	0
	0
	0
	2,035
	2,035


６　騒音振動の検査分析等

騒音・振動・低周波音の対策等の検討のための検査分析及び市町村等において技術的に対応困難な騒音等の検査分析の支援を行った。また、苦情の受付や、市町村等からの相談に対する技術的助言を行った。

	年度
	苦情・相談件数
	測定機器等貸出
	検査分析支援

	４
	473
	8
	13

	５
	556
	7
	2

	６
	770
	8
	4


根拠法令　　　騒音規制法

振動規制法

大阪府生活環境の保全等に関する条例

７　生活騒音に係るリスクコミュニケーションの促進

生活騒音の問題に対応する関係者間のリスクコミュニケーションを支援するため、令和５年度に作成した「くらしの騒音ハンドブック」を活用し、市町村やマンション管理者等に向けた説明会を計３回開催した。

大気指導グループ

平成22年度から泉州地域の事業所指導は泉州農と緑の総合事務所で実施している。
※１（４）の行政測定に係る試料数以外は泉州農と緑の総合事務所分（泉州地域）を除いて記載。
１　大気汚染防止に係る事業所指導
大気汚染防止法、ダイオキシン類対策特別措置法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づくばい煙発生施設等に係る届出について、その内容を審査し、大気汚染防止対策等の指導を行った。
（1）大気汚染防止法に基づくばい煙発生施設等に係る届出の状況
	区　　　　　分
	届出件数

	ばい煙
発生施設
	第６条　　　　設置
	13

	
	第７条　　　　経過措置（使用）
	０

	
	第８条　　　　構造等変更
	２

	
	第11条　　　 使用廃止
	22

	
	第12条　　　 承継
	０

	揮発性

有機化合物

排出施設
	第17条の５　 設置
	０

	
	第17条の６　 経過措置（使用）
	０

	
	第17条の７　 構造等変更
	０

	
	第17条の13　使用廃止
	０

	
	第17条の13　承継
	０

	一般粉じん

発生施設
	第18条　　　 設置
	１

	
	第18条の２　 経過措置（使用）
	０

	
	第18条　　　 構造等変更
	０

	
	第18条の13　使用廃止
	０

	
	第18条の13　承継
	０

	水銀排出

施設
	第18条の28　 設置
	０

	
	第18条の29　 経過措置（使用）
	０

	
	第18条の30　 構造等変更
	０

	
	第18条の36　使用廃止
	２

	
	第18条の36　承継
	０

	第11条、第17条の13、第18条の13、第18条の36　

氏名等変更
	35

	計
	75

	第27条　経済産業大臣からの通知
	63


（2）ダイオキシン類対策特別措置法に基づく特定施設に係る届出の状況
	区　　　分
	届出件数

	第12条　　設　　置
	０

	第13条　　経過措置（使用）
	０

	第14条　　構造等変更
	０

	第18条　　氏名等変更
	４

	第18条　　使用廃止
	１

	第19条　　承継
	０

	計
	５


（3）大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づくばいじんに係る届出施設等に係る届出の状況
	区　　　分
	届出件数

	第19条　　設置
	47

	第21条　　経過措置（使用）
	７

	第23条　　構造等変更
	10

	第30条　　氏名等変更
	37

	第30条　　使用廃止
	33

	第34条　　承継
	２

	計
	136


（4）立入検査及び行政測定等の実施状況

　　  大気汚染防止法、ダイオキシン類対策特別措置法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく届出等の内容及び規制基準遵守状況の確認のため、立入検査及び試料採取・分析を行い、これらの結果を踏まえ、事業者に対し、所要の指導を行った。(特定粉じんに係る排出等作業については別掲。）
〔委託〕排出ガス中の水銀・窒素酸化物、塩素及びホルムアルデヒド採取等業務　
　　　　       （千円）

	年　度
	区　分
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予算額
	0
	0
	0
	1,210
	1,210

	
	決算額
	0
	0
	0
	929
	929

	５
	予算額
	0
	0
	0
	1,188
	1,188

	
	決算額
	0
	0
	0
	1,214
	1,214

	６
	予算額
	0
	0
	0
	1,007
	1,007

	
	決算額
	0
	0
	0
	524
	524


〔委託〕ダイオキシン類発生源対策に係る排出ガスの採取等業務　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年　度
	区　分
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予　算　額
	0
	0
	0
	775
	775

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	878
	878

	５
	予　算　額
	0
	0
	0
	922
	922

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	549
	549

	６
	予　算　額
	0
	0
	0
	742
	742

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	608
	608


（立入検査の件数）
	
	件数

	工場・事業場に対する立入検査
	337


　　（行政測定に係る試料数）

	　区　　　　　　　分
	試　料　数

	ばい煙
	硫黄酸化物
	０

	
	ばいじん
	０

	
	有害物質
	窒素酸化物
	１（１）

	
	
	ホルムアルデヒド
	７（４）

	
	
	塩素
	８（４）

	揮発性有機化合物
	２（０）

	水　　　　　　　銀
	１（１）

	粉　　　じ　　　ん
	０

	ダ　イ　オ　キ　シ　ン　類
	１（０）

	合　　　　　　　計
	20（10）


　　　　　　　　　　 (　)内は泉州農と緑の総合事務所実施分で内数

２　石綿（アスベスト）対策
（1）大気汚染防止法、大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく特定粉じん排出等作業実施届出等の状況
建築物等の解体時等における石綿（アスベスト）の飛散を防止するため、大気汚染防止法、大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく届出について、その内容を審査し、飛散防止対策の指導を行った。
また、大気汚染防止法に基づき提出された石綿事前調査結果の報告内容を確認し、必要に応じ是正指導を行った。
（法・条例別届出件数）
	区　　　　　　分
	件数

	大気汚染防止法に基づく特定粉じん排出等作業実施届出
	52

	大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく特定粉じん排出等作業実施届出
	39

	大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく石綿濃度測定計画届出
	22


（事前調査結果報告件数）
	区　　　　　　分
	件数

	大気汚染防止法に基づく石綿事前調査結果報告
	4,933


（2）立入検査及び石綿濃度測定の状況
届出のあった建築物等の解体現場等において、アスベストの飛散防止対策が適切に行なわれているかを検査するとともに、必要に応じて石綿濃度を測定し、これらの結果に基づいて、所要の指導を行った。
また、石綿事前調査結果報告及び建設リサイクル法の届出のあった解体現場において、アスベスト使用の有無について検査し、所要の指導を行った。
さらに、６月のアスベスト飛散防止推進月間に規制権限を有する市町村と合同で一斉パトロールを行った。
（立入検査件数）
	区　　　　分
	件数

	届出に基づく立入検査
	56

	石綿事前調査結果報告等に基づくパトロール
	456

	その他
	24


（石綿濃度測定件数）
	区　　　　分
	件数

	石綿濃度測定
	19


（3）大阪府アスベスト対策推進会議の運営
　　  大阪府におけるアスベスト対策を総合的に推進することを目的として設置した「アスベスト対策推進会議」において、石綿飛散防止対策に関する情報の共有を行った。
３　悪臭防止法の施行に関する事務
悪臭防止法の適正かつ円滑な施行が行われるよう、規制事務を担当する市町村に対し、悪臭の測定方法、悪臭防止技術等に関し、助言等技術支援を行うほか、市町村の悪臭規制担当職員を対象に研修会を開催するなど、市町村へ支援を行った。なお、6年度の研修については実技を中心とした内容とするため、事業者に業務委託を行った。
市町村悪臭規制担当職員研修会
	年度
	開催期日

	４
	11月７日（月）※

	５
	５月８日（月）※

	６
	11月12日（火）


　　※動画配信にて研修を実施したため、公開日を示す。
〔委託〕令和６年度悪臭防止法規制の実技演習等の業務　
　　　　       （千円）

	年　度
	区　分
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	６
	予算額
	0
	0
	0
	0
	0

	
	決算額
	0
	0
	0
	275
	275


４　事業所における公害防止組織の整備
特定工場における公害防止組織の整備に関する法律に基づき、公害防止管理者等の選任、解任等の届出を受理した。
	
	件数※

	公害防止管理者等の選任、解任等の届出
	 38


※水質、騒音及び振動に関するものを含む

５　環境行政指導業務支援情報システムの運営
効率的かつ効果的な事業所指導を推進するため、大気・水質に係る事業所データを一元管理する環境行政指導業務支援情報システムの円滑な運用に努めた。
〔委　託〕

・環境行政指導業務支援情報システム運用保守業務委託
契約期間：令和２年６月５日～令和６年９月30日
委託金額：1,593,867円
委託先：富士通Japan株式会社　関西公共第一ビジネス部　　　　
・環境行政指導業務支援情報システム更新及び運用保守業務委託
契約期間：令和６年９月27日～令和11年１月31日
委託金額：17,230,840円
委託先：富士通Japan株式会社　関西公共第一ビジネス部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）
	年　度
	区　分
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予算額
	0
	0
	0
	10,828
	10,828

	
	決算額
	0
	0
	0
	7,912
	7,912

	５
	予算額
	0
	0
	0
	5,492
	5,492

	
	決算額
	0
	0
	0
	2,576
	2,576

	６
	予算額
	0
	0
	0
	20,533
	20,533

	
	決算額
	0
	0
	0
	18,825
	18,825


水質指導グループ

平成22年度から泉州地域の事業所指導は泉州農と緑の総合事務所で実施している。

※立入検査等の状況（１(２)立入検査及び行政測定等の実施状況、１(３)ゴルフ場農薬等水質監視）以外は、泉州農と緑の総合事務所分（泉州地域）を除いて記載。

１　水質汚濁防止に関する事業所指導

（1）特定施設(届出施設)の設置・変更等の許可及び届出の状況

ア　許可申請の審査

　　　　瀬戸内海環境保全特別措置法に基づく特定施設の設置及び構造等の変更の許可申請について、事前審査、関係府県及び市町村に対する意見照会、告示、縦覧の手続きを経て審査した。

　　　　また、特定施設の設置及び構造等の変更の許可申請に際しての他府県市からの意見照会への回答を行った。

　

（特定施設の許可審査状況）　　　　　　　　　　　　（件）

	種　　別
	件　　数

	設置許可（第５条）
	5

	構造等変更許可（第８条）
	8

	合　　計
	13


(特定施設の許可に係る告示、通知の状況)　　　　　　　 　　　　　　（件）

	種　　　別
	告示件数
	意見照会件数
	縦覧件数

	設置許可　（第５条）
	4
	4
	4

	構造等変更許可（第８条）
	0
	0
	0


(特定施設の許可に係る他府県市からの意見照会に対する回答状況)　

なし

イ　届出の審査

　　　　水質汚濁防止法、瀬戸内海環境保全特別措置法、ダイオキシン類対策特別措置法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく特定（届出）施設に係る届出について、内容の審査を行った。

（水質汚濁防止法、大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく届出件数）

	水質汚濁防止法
	大阪府生活環境の保全等に関する条例

	設置　（第５条）
	37
	設置　（第52条）
	3

	使用　（第６条）
	0
	使用　（第53条）
	0

	汚染状態　（第６条第３項）
	0
	構造等変更　（第54条）
	4

	構造等変更　（第７条）
	33
	氏名等変更　（第57条）
	3

	氏名等変更　（第10条）
	43
	使用廃止　（第57条）
	7

	使用廃止　（第10条）
	57
	承継　（第58条）
	1

	承継　（第11条）
	10
	事故　（第64条）
	0

	測定手法　（第14条第３項）
	0
	
	

	事故　（第14条の２）
	0
	
	

	合　　　計
	180
	合　　　計
	18


（瀬戸内海環境保全特別措置法及びダイオキシン類対策特別措置法（水質基準対象施設）に基づく届出件数）

	瀬戸内海環境保全特別措置法
	ダイオキシン類対策特別措置法

	使用　（第７条）
	0
	設置　（第12条）
	0

	軽微な変更　（第８条第４項）
	1
	使用　（第13条）
	0

	汚染状態の変更　（第９条）
	0
	構造等変更　（第14条）
	0

	氏名等変更　（第９条）
	7
	氏名等変更　（第18条）
	1

	使用廃止　（第９条）
	11
	使用廃止　（第18条）
	0

	承継　（第10条）
	1
	
	

	合　　　計
	20
	合　　　計
	1


（2）立入検査及び行政測定等の実施状況

ア　濃度規制等

特定（届出）施設の設置及び使用の状況、汚水の処理状況及び排出水の排出状況を確認するため、水質汚濁防止法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づき、立入検査を行い、必要に応じて水質汚濁防止法に基づき排出水の行政測定を実施し、これらの結果に基づき、所要の改善指導等を行った。

また、有害物質使用特定施設に係る構造基準の遵守状況等を確認するため、水質汚濁防止法に基づき立入検査を行い、必要に応じて改善指導を行った。
 〔委　託〕工場排水等分析業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年　度
	区　分
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予算額
	0
	0
	0
	2,032
	2,032

	
	決算額
	0
	0
	0
	2,131
	2,131

	５
	予算額
	0
	0
	0
	3,617
	3,617

	
	決算額
	0
	0
	0
	2,486
	2,486

	６
	予算額
	0
	0
	0
	4,004
	4,004

	
	決算額
	0
	0
	0
	3,000
	3,000


 （立入検査等の状況）

	水　　　域
	工場等への立入検査数
	左のうち行政測定をした工場等の数
	行政指導
	改善

命令

	
	
	
	文書

要請
	文書

指導
	呼出

指導
	改善

勧告
	

	淀　　川
	43
	11
	0
	0
	0
	0
	0

	神崎川
	上流
	41
	6
	0
	0
	0
	0
	0

	
	下流
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	寝　屋　川
	107
	15
	0
	1
	0
	0
	0

	大和川
	上流
	57
	14
	0
	0
	0
	0
	0

	
	下流
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	泉州
	上流
	3
	2
	0
	0
	0
	0
	0

	
	一般
	54
	28
	0
	2
	0
	0
	0

	
	臨海造成
	24
	10
	0
	0
	0
	0
	0

	合　　　　計
	329
	86
	0
	3
	0
	0
	0


イ　総量規制

平均排水量50㎥／日以上の指定地域内事業場に対し、自動採水器による連続採水検査等を実施し、これらの結果に基づき、総量規制基準の遵守及び計測機器の管理等について、所要の指導を行った。

　　〔委　託〕COD、窒素、りん検体分析業務　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　（千円）
	年　度
	区　分
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予算額
	0
	0
	0
	1,254
	1,254

	
	決算額
	0
	0
	0
	1,075
	1,075

	５
	予算額
	0
	0
	0
	935
	935

	
	決算額
	0
	0
	0
	639
	639

	６
	予算額
	0
	0
	0
	467
	467

	
	決算額
	0
	0
	0
	582
	582


（立入検査等の状況） 

	水　　　域
	採水工場数

（　)内は検体数
	改善指導した事業場の数

	
	
	自動計測器・換算式
	総量規制基準

	淀　　川
	0（0）
	0
	0

	神崎川
	上流
	0（0）
	0
	0

	
	下流
	0（0）
	0
	0

	寝　屋　川
	0（0）
	0
	0

	大和川
	上流
	0（0）
	0
	0

	
	下流
	0（0）
	0
	0

	泉州
	上流
	0（0）
	0
	0

	
	一般
	2（2）
	0
	0

	
	臨海造成
	1（1）
	0
	0

	合　　　　計
	3（3）
	0
	0


根拠法令：水質汚濁防止法、瀬戸内海環境保全特別措置法

（3） ゴルフ場農薬等水質監視

「大阪府ゴルフ場農薬適正使用等指導要綱」（平成２年７月１日制定）に基づきゴルフ場自ら水質検査を実施するよう指導した。　

また、ゴルフ場で散布された農薬等の流出を監視するため、ゴルフ場10箇所（うち泉州は２箇所）の排水口等において水質検査を実施した。

　　

　根拠法令等：大阪府ゴルフ場農薬適正使用等指導要綱（平成２年７月１日）

２　異常水質発生時の対応

府内の公共用水域における異常水質の発生にあたっては、「淀川異常水質時通報連絡要領」、「神崎川異常水質時通報連絡要領」、「大和川水環境協議会・水質異常対策実施要領」等に基づき、国、市町村等関係機関と協力して、原因究明、原因者への指導、被害の拡大防止等について必要な措置を講じた。

ア　発生件数

	内　訳
	油の

流出
	魚の

へい死
	着色・

汚濁
	その他
	合　計

	異常水質件数
	13
	7
	7
	3
	30


　

イ　立入等調査状況

　異常水質処理のため、工場等への立入調査・指導、現地調査及び通報者等への説明などを行った。

	区　分
	現地調査
	工場等立入調査・指導
	測定、採水検査

	対応件数
	4
	1
	1


根拠法令：水質汚濁防止法

大阪府生活環境の保全等に関する条例

３　生活排水対策の推進

　　生活排水対策の総合的な推進を目的として設置した「大阪府生活排水対策推進会議」を運営し、以下の取組みを行った。

・生活排水処理施設の最新の整備状況や各市町村の生活排水処理計画について集約を行い、大阪府の都道府県構想として位置付けている「大阪府域の生活排水処理計画のとりまとめ」を更新
・大阪府生活排水処理計画整備指針に基づき、生活排水処理計画の見直し等を予定している市町村を対象にヒアリングを実施し、見直し等に係る協議及び生活排水適正処理率の向上に向けた助言を実施
・「大阪府生活排水対策推進月間」（２月）を中心に、ショッピングセンター１か所での啓発活動、市町村、生活協同組合広報紙及び子ども環境教育情報紙への掲載、パネル展示、電光掲示板でのＰＲを実施

４　各種協議会等への参画

　　主要河川である淀川、大和川、神崎川等の水質汚濁を防止するため、流域関係機関で構成する各種協議会に参画した。

　　　・淀川水質汚濁防止連絡協議会
（負担金なし）

　　　・大和川水環境協議会
（負担金　205千円）
　　　・神崎川水質汚濁対策連絡協議会
（負担金なし）
　　　・寝屋川流域協議会　　　　　　
（負担金なし）
（千円）

	年　度
	区　分
	財　源　内　訳
	
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	
	

	４
	予算額
	0
	0
	0
	210
	
	210

	
	決算額
	0
	0
	0
	210
	
	210

	５
	予算額
	0
	0
	0
	210
	
	210

	
	決算額
	0
	0
	0
	210
	
	210

	６
	予算額
	0
	0
	0
	210
	
	210

	
	決算額
	0
	0
	0
	205
	
	205


化学物質対策グループ

１　特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（化管法）及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく化学物質管理制度の施行業務

化管法に基づき、事業活動等に伴い事業所から環境中や廃棄物等に排出・移動された化学物質量を把握するため、事業者に対する化学物質の排出量等の届出指導や主務大臣への届出の経由事務を行った。

また、条例に基づく管理化学物質排出量等、管理計画書及び管理目標等の届出について、事業者への届出指導や届出書の受理審査を行うとともに、府域における排出量等を集計し、その結果を公表した。

さらに、各種業界団体等の協力を得て、事業者への届出や化管法及び条例の改正に係る周知を図るとともに、化学物質対策に係る事業者向けのセミナーを開催した。

なお、事務移譲市町村は、26市町村となっている（令和６年度末現在）。

(1) 化管法に基づく届出経由事務等の実施　

　    事業者から紙・電子情報処理組織での届出を受け付け、事業所台帳に記載するとともに、事業所を所管する主務大臣ごとに分類し送付した。

また、PRTR制度の実効性を高めるため、問合せへの対応、届出内容の確認や修正指導及び届出の履行の周知を行った。

化管法の排出量等届出件数（令和６年度）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（件）

	
	大阪府
	事務移譲市町村
	合　計

	
	
	大阪市
	堺　市
	その他
	

	排出量等
	240
	391
	190
	601
	1,422


　　　　
(2) 条例に基づく化学物質管理制度の施行業務等の実施

　 　　事業者から、第一種管理化学物質の排出量等届出、管理計画書及び管理目標決定の届出を受理　するとともに、問合せへの対応、届出内容の確認や修正指導及び届出の履行の周知を行った。
条例に基づく届出件数（令和６年度）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（件）

	
	大阪府
	事務移譲市町村
	合　計

	
	
	大阪市
	堺　市
	その他
	

	排出量等
	198
	311
	162
	510
	1,181

	管理計画書
	3
	3
	4
	3
	13

	管理目標決定等
	147
	193
	116
	256
	712


(3) データの集計・公表　
化管法及び条例に基づく届出の排出量等を集計し、その結果を公表した。

令和５年度の大阪府域における届出排出量・移動量・取扱量              　    （千トン）

	
	令和４年度
	令和５年度
	増減率

	排出量
	　
	9.3(   8.3)
	9.0(   7.9)
	-4.0%(  -4.3%)

	
	大気
	8.8(   8.3)
	8.4(   7.9)
	-4.6%(  -4.3%)

	
	公共用水域
	0.48( 0.004)
	0.51( 0.005)
	7.8%(  18.9%)

	
	土壌
	0(     0)
	0(     0)
	· (   -   )

	
	埋立
	0(     0)
	0(     0)
	· (   -   )

	移動量
	　
	22.4(  11.4)
	24.1(  12.3)
	7.5%(   8.0%)

	
	下水道
	0.25(  0.22)
	0.31(  0.23)
	26.7%(   8.6%)

	
	廃棄物
	22.2(  11.2)
	23.8(  12.0)
	7.3%(   8.0%)

	取扱量
	7,884( 6,403)
	7,436( 6,719)
	-5.7%(   4.9%)


※括弧内は揮発性有機化合物（VOC）を示す。

※四捨五入の関係で各欄の値の合計と合計欄の値が一致しないものがある。

※令和４年度の排出量等の数値は、令和６年度に提出された変更届出等の内容を反映している。

排出量が多い物質

	物質名
	主な排出源
	主な用途

	トルエン
	出版・印刷、プラスチック製品、金属製品
	合成原料、インキ･塗料･接着剤の溶剤

	キシレン
	出版・印刷、プラスチック製品、金属製品
	合成原料、インキ･塗料･接着剤の溶剤

	塩化メチレン
	金属製品、化学、機械器具
	金属脱脂洗浄剤、溶剤


(4)制度の周知等

事務移譲市の協力を得て、各商工会議所20団体を通じて、広報誌への掲載等により制度周知を図るとともに、化学物質の排出削減の取組事例の更新を行った。

また、大阪市、堺市及び大阪労働局との共催で、府域の事業者等を対象に化学物質対策セミナーを会場及びオンラインで開催し、化学物質の排出削減の取組みや、大規模災害時の環境リスク低減対策等について最新情報を提供した。

　　※ 開催日：令和７年２月14日

　　　 参加申込者数：596名

(5) 大規模災害に備えた化学物質による環境リスク低減対策の促進　

条例において、事業者は化学物質適正管理指針に従い、南海トラフ巨大地震等の大規模災害時の化学物質による環境リスクを把握し、その低減方策を検討・実施した内容を記載した管理計画書を届け出ることとしている。

府及び市町村は、届出された対策の進捗状況の把握や対策の推進指導、排出量の削減指導を行うため、令和６年度に延べ71事業所（うち府所管28事業所）に立入検査を実施した。

また、化学物質取扱事業所における災害発生時の消防活動をより安全なものにするため、事業所の化学物質の取扱量等の情報を、平成26年度から毎年、市町村消防部局に提供することとしており、令和６年度においても前年度実績の情報を提供した。

　　　　　　　　　　　　
２　化学物質環境実態調査の実施　

　化学物質の分析方法の開発、環境中への残留状況及びモニタリング 調査に伴う試料採取業務について、環境省より受託し、一部業務を地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所に委託した。

化学物質環境実態調査費（委託料）                                      　　　　（千円）

	年度
	
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	令和４
	予算額
	5,419
	0
	0
	0
	5,419

	
	決算額
	5,361
	0
	0
	0
	5,361

	令和５
	予算額
	5,575
	0
	0
	0
	5,575

	
	決算額
	5,345
	0
	0
	0
	5,345

	令和６
	予算額
	5,600
	0
	0
	0
	5,600

	
	決算額
	5,461
	0
	0
	0
	5,461


３　豊能郡ダイオキシン問題に係る対応　

豊能郡環境施設組合が処理責任を有するダイオキシン類を含む一般廃棄物の処理問題の解決に向け、豊能郡美化センター敷地内の調整池などの安全化対策等について、技術的な支援を行った。

４　地盤沈下規制指導

（1）地盤沈下の規制指導

　　　工業用水法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく許可の審査及び届出の受理のほか、関係工場・事業場に対し採取規制及び指導を行った。

　　　また、地下水採取の実態を把握するため、採取量の調査を行った。

1 工業用水法施行事務

ア　工業用水法指定地域内の許可井戸の状況　　　　　　　　　　　(本)

	地　域
	令和６年12月31日

現在の井戸本数
	令和６年度の申請本数

	
	
	許可本数
	廃止本数

	大阪市域
	0
	0
	0

	北摂地域
	64
	2
	0

	東大阪地域
	18
	0
	0

	泉州地域
	１
	0
	0

	合計
	83
	2
	0


　　　イ　工場等への立入検査

　　工業用水法に基づき、許可井戸の使用及び廃止の確認を行った。

ウ　地下水採取量報告書の徴収

　　工業用水法に基づき、許可井戸使用者より地下水採取量報告書の徴収を行った。

2 　大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく地下水採取量報告

	区　　分
	一般の工場等
	上　水　道

	対　象　井　戸　数（本）
	1,271
	100


（2）地盤沈下及び地下水位の観測

府内の地盤沈下の状況を把握するため、計15ヵ所の地盤沈下観測所において地盤沈下量と地下水位の観測を実施した。
　　地盤沈下及び地下水位の観測所

	地　域
	観測所数
	内　　訳
	観測井戸

本    数
	内　　訳

	
	
	地盤沈下
	地下水位
	
	地盤沈下計
	地下水位計

	北　摂
	４
	１
	４
	４
	１
	４

	東大阪
	５
	３
	５
	８
	５
	８

	堺・臨海
	１
	１
	１
	３
	３
	３

	泉　州
	５
	５
	５
	６
	６
	６

	計
	15
	10
	15
	21
	15
	21


地下水位等常時監視費（観測業務委託料及び観測所維持費）　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年度
	
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予算額
	0
	0
	0
	3,760
	3,760

	
	決算額
	0
	0
	0
	3,326
	3,326

	５
	予算額
	0
	0
	0
	4,129
	4,129

	
	決算額
	0
	0
	0
	3,217
	3,217

	６
	予算額
	0
	0
	0
	4,020
	4,020

	
	決算額
	0
	0
	0
	3,316
	3,316


根拠法令：工業用水法、大阪府生活環境の保全等に関する条例

５　土壌・地下水汚染対策の推進　

土壌汚染対策法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づき、土地の所有者等が行う土壌

汚染状況調査や汚染の除去等の措置に対する指導を行った。 

なお、法に係る事務については18市町村に、条例に係る事務については29市町村に事務移譲している(令和６年度末現在)。
土壌・地下水汚染対策費(調査業務委託料及び印刷費)　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年 度
	
	財　源　内　訳
	合 計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予算額
	0
	0
	0
	199
	199

	
	決算額
	0
	0
	0
	14
	14

	５
	予算額
	0
	0
	0
	202
	202

	
	決算額
	0
	0
	0
	49
	49

	６
	予算額
	0
	0
	0
	195
	195

	
	決算額
	0
	0
	0
	193
	193


根拠法令：土壌汚染対策法、水質汚濁防止法、大阪府生活環境の保全等に関する条例
